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貸出市場と株式市場の国際比較貸出市場と株式市場の国際比較
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個人金融資産個人金融資産の国際比較の国際比較
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株価指数推移と株式投信の増加率株価指数推移と株式投信の増加率(1) (1) 1990 1990 ～～ 19971997
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株価推移と株式投信の増加率株価推移と株式投信の増加率(2) (2) 1998 1998 ～～ 20002000
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株価推移と株式投信の増加率株価推移と株式投信の増加率(3) (3) 2001 2001 ～～ 20022002
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出所：出所：FRB FRB ””Flow of FundsFlow of Funds ””出所：財務省「法人企業統計年報」出所：財務省「法人企業統計年報」

日米企業の負債構造日米企業の負債構造
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プライベート・エクイティ・ファンド投資家の日米比較プライベート・エクイティ・ファンド投資家の日米比較
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個人投資家が中心のベンチャー株式市場個人投資家が中心のベンチャー株式市場
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株式投資を敬遠する理由株式投資を敬遠する理由

「株式投資を行おうと思わない」理由として最も多かったのが、『株式投資に「株式投資を行おうと思わない」理由として最も多かったのが、『株式投資に
関する知識を持っていないから』で全体の関する知識を持っていないから』で全体の33.3%33.3%をしめた。特に、女性ではをしめた。特に、女性では
36.5%36.5%、、2020～～2929歳の年齢層では歳の年齢層では42.3%42.3%がこの理由をあげた。がこの理由をあげた。
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金融構造が変化しない理由金融構造が変化しない理由

1. 日本市場のパフォーマンス低迷

2. 債券市場の未発達

3. リスクを避ける機関投資家

4. 個人の投資に対する知識不足

1.1. 日本市場のパフォーマンス低迷日本市場のパフォーマンス低迷

2.2. 債券市場の未発達債券市場の未発達

3.3. リスクを避ける機関投資家リスクを避ける機関投資家

4.4. 個人の投資に対する知識不足個人の投資に対する知識不足
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証券市場行政の課題

n 市場振興は、株価の上昇とはほとんど関係がない。

n 「公正で効率的な市場の確立」こそが市場行政の目的。

n 単年度で「成果」をあげることにこだわらない手法を。

n 高度の専門性を備えて、「投資者保護」の観点から市場
関係者と対話を。


